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アジア経済圏についての一考察（1）
　On　the　Development　of　Asian　Economies（1）
堀　　中　　　　浩
　Hiroshi　Horinaka
（1）
　1971年に第二次世界大戦後の国際経済秩序を支えてきたIMF体制が崩壊してのち，この国際
経済秩序は，たえず動揺をくりかえすことになった。そして時を経るにしたがって，世界経済の
なかに地域主義の傾向が強まり，各種の経済圏が形成され，それがしだいに強化されることとな
っている。こうしたなかで，アジアにおける経済的発展の過程は，また異なった形態をとってい
るように思える。すなわち，東アジアに特徴的にあらわれているように，発展の拠点づくりが，
各々の国家のリーダーシップによってつくりだされ，その発展の領域は，経済圏形成とは異なっ
た世界市場への進出を軸にグローバリズムによってひきだされ，一定の発展段階において地域協
力を形成しつつあるようにみえる。このような過程からみると，ひとつには，発展のための拠点
づくり，換言すれば，発展の極（世界経済のなかで，三極が形成されているといわれているが）がどの
ように形成されているかということと，もうひとつは，その極をささえる経済的ネットワーク，
つまり経済圏づくりがどのようにしてすすめられてきたかという両方の視点からとらえてみる必
要があるように思える。
　世界経済が三極構造をとっているというときには，アメリカ，EC，日本ということになるの
であろう。そして，この視点では，やはり，その資本蓄積構造が問われることになるのであって，
当然，アメリカ資本主義，日本資本主義，EC資本主義の蓄積構造の特徴に注目することになる。
そのなかで，第二次大戦後改めて注目されねぽならないのは，市場統合により，国民経済を越え
た，ヨーロッパ規模の資本蓄積構造をつくりあげたECであろう。1958年発効のローマ条約から
はじまった市場統合は，市場拡大をめざす自由貿易圏による経済圏形成ではなく，従来の国外市
場を国内市場化する資本蓄積の規模の拡大となっていることである。したがって，それは日本，
アメリカに対抗し，それを超える規模の資本蓄積構造を完成しつつあるところに重要な意義をも
っているとみなけれぽならない。
　ところで，アメリカは従来から広大な国内市場をもち，その基盤の上に，飛躍的な資本主義発
展をとげて第二次大戦を経て，世界の工業生産の過半を独占するという驚異的な発展段階に達し
た。そしてアメリカ企業は，いちはやく多国籍化の過程へとすすむことになった。つまり，アメリ
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力資本主義の蓄積構造の特徴は多国籍企業にもとめられる。つまり，産業資本のもとでの再生産
過程が，アメリカを拠点にしながらも，広い地域に拡大し，数力国の国民経済を包含して成立す
る，いわぽ，生産過程そのものが国際化し，そのことにより，より大量の利潤を実現し，蓄積構
造の規模をいっきょに拡大した。この企業の多国籍化は，世界市場を直接支配する独占的産業資
本の出現となって，ヨーロッパのブルジョアジーに一大脅威となった（セルパン・シュレベールの
警告にあらわれている）。つまり，アメリカは，再統合された世界市場に多国籍企業という形態を
とってその支配の実態を明確に印象づけたのである。そして，世界市場から独占的利潤を上げる
ことによって，この蓄積構造の強大さをも印象づけることに成功したかのようにみえたのである。
　日本資本主義は，このような覇権国としての地位にあった，アメリカからの資本・技術を導入
することによって，もっぱら，国際競争力の強化に専念した。この成果は，1960年代後半ごろか
ら除々にあらわれ，日本の貿易収支は黒字の体質をもって定着し，その規模を拡大していった。
したがって，この時期の日本資本主義の対外進出は，輸出主導の対外進出であり，アメリカのそ
れとは対照的にもっぱら，輸出市場の拡大を実現していき，その蓄積構造は，国民経済の枠のな
かで強化・拡大されるという形態をとっていた。いいかえると，アメリカやヨーロッパでは（す
でにヨーロッパもしだいにそのようになりつつあったが）資本主義の国際化の形態として，貿易にと
ってかわって，国際生産が新たな形態として出現していた。このような傾向に比較して，日本資
本主義は依然として，旧式の形態，すなわち，輸出貿易の拡大によってその国際化，つまり国際
市場への進出を計ったのである。こうして，日本の資本主義は，輸出市場拡大に依拠してその強
　　　　　　　　　　　（1）蓄積を実現し，巨大化した。この日本資本主義の発展は，輸出商品構成の高度化，すなわち，高
付加価値化を実現して，その独占資本主義化のいっそうの促進となって，多国籍企業化への条件
がしだいに整っていったとみることができる。
　国民経済の枠内での強蓄積は，いっそうの輸出市場の拡大をもとめることとなって，世界市場
における競争，すなわち，諸国資本間の矛盾を激化することとなり，様々の貿易摩擦をひきお
こすこととなった。このことは日本資本の多国籍化，つまり，国際生産の形態をとっての対外
進出，いわゆる資本の国際化の新しい形態への移行が国際的にも要求されることとなって，日本
資本の多国籍化の条件が，内外ともに成熟することとなった。この傾向をいっきょに実現し，加
速化させたのがニクソンショック後の変動相場制への移行と円高傾向であり，1985年のプラザ合
意は，日本資本主義の対外経済関係における新たな段階への移行を実現することとなったのであ
（2）
る。
（2）
資本輸出について論じる場合，一般的には貨幣資本の輸出について考察されている。歴史的に
も一般的には，このような形態で確認されている。したがって，その要因についても，商品の輸
　（1）柴垣和夫編『世界のなかの日本資本主義』1980年，18ページ参照。
　（2）涌井秀行「戦後重化学工業段階日本資本主義のME自動化＝「合理化」とアジア進出」（増田他編『危
　　機における現代経済の諸相』1992年，246ページ以下）参照。
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出の場合に比較され，考察されてきたのである。商品の輸出は，資本の再生産過程における商品
資本の過剰化（国民経済の枠内においての）によっておこっている。それが一般にいわれている比
較優位とか，比較生産費をよりどころとした不均等発展や特化の過程の結果としておこっている
にしても事態の本質には変りはない。この商品資本の過剰化が，独占資本主義の成立とともに，
貨幣資本の過剰化に転化したのである。つまり，市場における競争が一般的で，各個別資本が市
場における「見えない手」に支配されているあいだは，つねに商品資本の過剰化という事態をひ
きおこしていたが，独占の成立は，逆に独占資本による市場の支配がおこるわけであるから，商
品資本の過剰化をひきおこさないような資本蓄積への制限がおこるのであり，貨幣形態での資本
の過剰化が必然化する。だから，「独占体の支配する最新の資本主義にとっては，資本の輸出が
　　　　　　（3）典型的となった。」のである。
　この資本輸出は，貨幣資本の輸出であったから，商品の場合，つまり貿易の場合と同様に貨幣
資本の過剰化が第一の要因であり，このことが資本輸出を必然化するものであると，認識される
のも，また当然といわざるをえない。すなわち，商品輸出を必然化させてきた要因が，資本輸出
を必然化させているのである。この資本輸出は資本主義の本性からでたものであり，産業資本主
i義，っまり自由競争の支配していた資本主業のもとでは，商品の輸出，つまり貿易として必然化
していたその同一の法則が，独占資本主義つまり独占体の支配する資本主義のもとでは，資本
輸出を必然化しているということなのである。
　ところで，貨幣資本の輸出が一般的であった段階では，このような認識どまりでよかったので
あるが，独占体の多国籍化がおこり，その生産過程を多数国間において分散し，統合するという，
いわゆる生産資本の輸出＝国際化が，資本輸出の形態のなかで，もっぱら多くなってきている現
実では，貨幣資本の輸出の際の考察でみられた論理では不充分になってきたのである。
　そこで，レーニンが資本輸出の可能性としてのべた次の議論に注目したいのである。
　「資本輸出の可能性は，一連の後進国がすでに世界資本主義の取引にひきいれられ，鉄道の幹
線が開通するか建設されはじめ，工業発展の初歩的条件が確保されている，等々のことによって
つくりだされている。そして資本輸出の必然性は，少数の国々での資本主義が「燗熟」し，資本
にとって，（農業の未発展と大衆の窮乏という条件のもとで）「有利な」投下のための場所がたりない
　　　　　　　　　　　　　　　（4）ということによって，つくりだされる。」
　ここでは，資本輸出の必然性と可能性として，論理上の整理がされている。たしかに，貨幣資
本の輸出について理論的に考察すれぽ，先進国資本主義の一定の発展段階（独占資本主義としての
発展段階）における過剰資本の形成こそが資本輸出の要因の第1であり，資本主義の発展過程に
おける資本蓄積の必然的結果として実現していくことになる。しかし，独占資本主義のいっそう
の発展は，生産資本の輸出をひきおこさせた。資本の再生産過程において，生産形態にある資本
が，国民経済の枠を越えて輸出されるということは，資本輸出の一形態であるとはいえ，貨幣資
（3）　レーニン著・副島種典訳『帝国主義論』（国民文庫）80ページ。
（4）同書，81ページ。
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本の輸出とは理論的に異なった課題とみなけれぽならない。すなわち，生産形態にある資本とは，
すでに貨幣形態にある段階で過剰が確認されずに，生産過程の拡大のために投下されていること，
生産形態に転態されていることを意味しているのであり，この形態での資本輸出とは，この拡大
再生産の過程で，国民経済の枠を越えた拡大が実現していることを意味しているのである。した
がって，この場合の要因としては，かつて，レーニンがあげた資本輸出の可能性をもっと重視し
て，考えてみたいと思うのである。
　すなわち，レーニンは，「工業発展の初歩的条件が確保されている」ということを資本輸出の
可能性，つまりそこへ資本が輸入されるのに可能な条件であるとしているのであるが，直接投資
＝企業の多国籍化という場合の資本輸出は，生産資本がその生産過程の一部をそこに移転すると
いうことなのであるから，工業発展の条件が完全に整っていることが必要となってくる。したが
って，現在のように直接投資が，資本輸出の主要な形態となっているということは，レーニンの
時代にくらべて世界資本主義がいっそうの発展を示し，多くの発展途上国で資本主義的工業の発
展の条件がすでに整い，完成していることが実現していなけれぽならないのである。
　このように直接投資の場合は，むしろ資本主義がより発展している地域に対しておこるのであ
って，生産拠点が多数国に拡大することは，それらの国民経済を越えたより広い範囲に生産資本
の生産過程が拡大することであり，それらの広大な地域が同程度に換言すれぽ，あたかもひとつ
の国民経済のように同質の発展段階にあることがむしろ条件となると考えられるのである。だか
ら，レーニンが，必然性と可能性というように論理的に次元を異にしてのべた過剰資本の形成と
資本主義化の条件は，直接投資を論じる場合には，むしろ，第1，及び第2の要因として理解し，
よりいっそうの独占資本の巨大化と，世界資本主義のいっそうの拡大・発展によって，世界市場
的規模での資本主義化の条件の拡大におけるこれらふたつの要因によって，実現しているとみる
べきなのであろう。
　だから，第二次大戦後アメリカの多国籍企業は，いっせいにヨーロッパ市場に進出し，生産拠
点を南・北アメリカ大陸からヨーロッパへと拡大することによって西半球を支配下におこうとし
た。しかし，復活後のめざましい発展をしめした西ヨーロッパ資本はアメリカへ進出して，相互
乗入れ現象をつくりだし，資本主義の新しい発展段階としての多国籍化現象をいっそう鮮明なも
　　　（5）
のにした。このように，直接投資という形態での資本輸出は，資本の輸入する側（外資受入国）
での資本主義的発展がむしろ重要な要因であり，輸出する側での過剰資本形成と同一のレベルで
の要因として認識しておかないと，企業戦略における多国籍化現象を正確に把握できないのでは
ないかと思われるのである。換言すれぽ，第二次大戦後，ヨーロッパとアメリカにおいて直接投
資の相互浸透による世界資本主義の新たな発展，すなわち，1950年代後半から1960年代にかけて
の高度経済成長期は，同質的な発展段階にあるアメリカとヨーロッパの資本主義が相互に資本輸
出を実現することによって，その結びつきをより強固なものにすることによって実現した。した
がって，この資本主義の発展段階は，レーニンの帝国主義論で問題にした資本輸出のいっそう発
（5）佐藤定幸著『多国籍企業の政治経済学』1984年参照。
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展した生産資本の多数国への展開という資本の国際化のネットワークによる拡大と資本蓄積の大
規模化を実現しているといいうるのである。
　そこで，1970年代後半以降アジアでおこっている経済成長の新しい現象は，かつての欧米及び
日本といった先進諸国資本主義の結合をより強化するいう相互直接投資によっておこった高度成
長期を前提としているが，それとは異なる要因をも内蔵しながら発展しているとみなけれぽなら
ないだろう。こうしてアジアNICsの出現は，アジア地域における資本主義的発展の新しい段
　　　　　　　　　　　　　　　（6）階をつくりだしたといいうるのである。
（3）
　世界経済の資本主義的発展は，資本輸出によって，新しい発展の局面をつくりだし，世界経済
の発展過程における多様化という課題を提起し，全体としての世界資本主義の発展は促進されな
がらも，その地域ごとの局面には様々の新しい形態がつくりだされてきた。この多様な形態は，
周辺諸国における急速な資本主義化という過程においてとらえられたのである。
　資本輸出は資本主義を新たな地域に移殖し，そのことによって，資本主義的生産様式を世界的
なものに拡大したのであったが，資本の内実としてもっている所有関係を国際的に拡大すること
によって，そのことによって生じている搾取関係をも国際化したのであった。したがって，資本
主義的諸関係を国際関係として拡大していく過程が，資本輸出の増大とともに実現していったの
である。
　この場合には，たしかに資本主義的諸関係の出現が，いわゆる周辺部地域として資本主義的発
展からとりのこされていた地域の経済にもみられるようになるのであるが，所有関係を基礎にし
た資本の蓄積過程は，そこでは，自前のものとして実現していないという形態が形成されてきた
のである。
　このような国際関係は，植民地領有，ないしは，先進国による支配の形という形態で国際政治
における国家権力による支配が明確に実現しているところでは，政治過程と結合して実現してい
た。最も明確な形をとっていたのが，イギリスとインドの関係であったように思われる。植民地
経済としてのインド経済は，イギリス資本がインドの資本主義化を促進することによって，資本
による所有関係は，イギリスとインドの国際関係として実現し，資本蓄積の過程は，ロンドン金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）融市場を通じて，イギリスにおいて実現していたのである。
　中国の場合は，独立した権力が存在していたとはいえ，欧米諸列強の共同支配のもとにおかれ，
自立した国民経済としての態をなしていなかったのである。とくに金融制度，通貨制度は，国際
関係のもとにあって，むしろ，外国資本の利潤追求のための道具として機能し，法幣制度や中国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）の金融機関は国際的金融・通貨制度の一部に組込まれていたのであった。
（6）中川信義「東アジアは「成長センター」たりうるか」（r経済』1991年12月号）参照。
（7）S．B．ソウル著／堀・西村訳『世界貿易の構造とイギリス経済』1974年参照。
（8）許｝條新著『中国経済的道路』1949年参照。
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　資本輸出の増大は，たしかに世界資本主義のいっそうの発展をもたらし，世界の新しい地域に
資本主義を植えつけはしたが，そのことは，資本主義世界経済の中心部における資本蓄積をいっ
そう促進することになった。先進諸国資本主義における資本蓄積の促進に対応した周辺諸国の資
本主義化の過程は，国民経済への形成へとはすすんでいかないという意味において植民地経済と
　　　　　　　　　　　　　　　（9）して把握しておくことが重要となった。そこでは，国民経済形成のための資本の蓄積過程が欠如
していたのである。
　このような植民地経済については，自立した国家権力の欠如と結びつけて理解されていたので，
植民地的政治支配の排除が実現すれぽ，そこに国民経済形成への過程が開始されるものと理解さ
れていた。ところが，19世紀にすでに独立していたラテンアメリカ諸国においても，また植民地
的な経済構造が形成され，自立的国民経済の形成という課題が達成されない状態におかれていた。
このことは，自立的国民経済の形成と発展を国家的目的としている発展途上諸国にとってきわめ
て教訓的な歴史的事実として認識しなければならないであろう。T．センテスは，このラテンア
メリカ諸国の経済について，次のようにのべている。
　「19世紀におけるラテンアメリカの独立後の発展は，ヨーロッパのさまざまな周辺部地域の発
展といくらか類似していた。両地域では，現地の支配階級の巧妙な選択の結果として，外向的な
輸出飛び地主導の従属経済が発展した。ラテンアメリカの寡頭制一それはフランクがルンペ
ン・ブルジョアジーと呼んだ人びと一は，農村の地主，都市の商人，銀行家などの主要な階級
から構成されているが，彼らは国家的利益に反して，彼ら自身の利益にあわせてうまくやった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中略）
　このことは，これらの地域でなぜ原始蓄積の過程が成功裡に遂行されなかったかを明らかにし
ている。それはまた，非接合的な二重の社会＝経済構造と経済的従属をもつ周辺部資本主義が，
いかにして外的経済要因の影響のもとで，現地の支配階級の自発的追従と利己主義な関心から生
まれうるかを示している。
　歴史の論理は，もし南北戦争がこのような傾向を止めなかったなら，アメリカ合衆国も同様の
発展の道をたどる可能性のあったことを示している。そのかわりに，南部のプランテーション所
有者たちは，かちほこった北部の産業資本家たちによって，回復しえないほどに弱められたが，
その産業資本家たちの経済的関心は，奴隷制の廃止，真の労働者階級の形成，それによる国内市
　　　　　　（10）場の拡大にあった。」
　国家的独立のあとにおいても原始的蓄積が流産してしまうと，奇型的な資本主義の発展の道，
すなわち，自立的資本蓄積の欠如のまま資本主義化が促進されることになる。ラテンアメリカ諸
国の場合には，急速に発達したアメリカ資本主義が，その過剰資本を輸出してくることによって，
（9）Peter　Mayer；South　India，　North　India；The　Capitalist　Transformation　of　Two　Pro・
　vincial　Districts；in‘‘Capitalism　and　Colonial　Production”1982．・
⑩　タマス・センテス著／アジア・アフリカ研究所訳『世界経済の転換』1991年，60～61ページ。
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外部からの資本によっての資本主義的諸関係が形成・発展していった。このような資本主義的諸
関係の発展は，自立的な資本蓄積過程を欠いてしまうか，又はきわめて弱いものにしてしまった
ため，国家権力の性格も，自国の民族資本を基盤として，その自立的発展を指向するものへとつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）いに変化することなく，従属的性格をもちながら資本主義化を促進する役割をはたしている。
　こうして，独立した国家権力を確立している発展途上国の経済開発過程において，その資本主
義的発展段階及び，その形態との関係においていくつかの課題が提起されているように思われる
ので，要約的にまとめておきたいと思う。
　まず第1は，資本主義化の発展は，当然のことながら，何らかの資本主義的支配階級が形成さ
れていること，そして，それを中心に国家権力をささえる諸階級の構成があたえられている。と
ころが，これらの諸階級は，権力の基盤となって，その社会における支配層を形成し，その権力
の役割を規定していくことになるのであるが，必ずしも国家的自立及び自立的国民経済の確立を
目標とするものではない。すなわち，換言すれぽ，これら支配層の利益は，必ずしも国家的自立
や国民経済形成といった目標のなかに存在してはいないのである。したがって，国民的利益や，
経済自立とは異なった方向へと国家の機能を活用しようとする。この場合の国家の役割は，政治
的・国家的独立という目的を達成した歴史過程のなかで評価しようとするとき，きわめて，微妙
なものとなってこざるをえないのである。
　ラテンアメリカにおいては，国家権力が従属的資本主義化の方向を規定し，そしてその発展を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）促進したという認識が，多く語られており，そこから三者同盟体制という理解が示されている。
ここでは，国家，多国籍企業，土着資本という異なった内容をもち，それぞれが理論上の範疇も
質的に相違しているものをあまりにも簡単に結びつけている点に問題があるように思われるが，
ラテンァメリカの現実を理解する上では納得的なものとされている。しかし，国家の独自性をあ
くまで位置づけた上で，一定の条件のもとでこのような体制が形成されたとみるべきであろう。
国家権力の基盤としても，またその課題としても多国籍企業が巨大な存在としてすでに定着して
しまったが故に，このような三者同盟体制が形成されることとなったように思われる。
　この国家権力の性格や役割については，発展途上諸国の場合においても参考にはなるけれども
一般化して一律に理解すべきではなく，その資本主義化の過程における具体的な様々な条件及び
形態によって，多様なものとして認識しておかねぽならない。そして，ラテンアメリカの場合を
一般化して，従属的資本主義のラテンアメリカ的形態を一般的形態としてしまうわけにはいかな
いように思われる。
　第2の課題として国家の役割との関係で当然提起されるものとして，従属的資本主義化の内容
であろう。世界資本主義の発展の新しい段階の特徴は，地球的規模において資本主義化が急速に
進展していく結果として，各発展途上国の資本主義化の具体的形態が与えられているということ
⑪　アグステン・クエパ著／アジア・アフリカ研究所訳『ラテンアメリカにおける資本主義の発展』1981
　年参照。
⑫　Evans，　P．，　DePendent　l）eveloPment：　The　A〃iance　oアMultinationals，　State　and　Local
　Capital　in　Brazil，　Princeton　Univ．　Press，1979．
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である。
　植民地経済のいっそうの発展という側面とラテンアメリカ的従属資本主義の発展という側面が
いかにからみあうか。さらに独立した国家の役割が，そこから異なる発展の道をえがきだしたか
どうかということにかかっているように思われる。
　植民地経済の側面では，前資本主義的関係と資本主義化の結びつきがどのように変革されたか
ということ，換言すれば土地所有関係の改革の過程が資本主義化を促進するということである。
植民地的経済構造の特徴は，宗主国ないしは中心部における資本主義国民経済構造に組込まれて
いくところに求められるので，旧社会での支配層との同盟関係が前近代的所有関係への譲歩と，
その結びつきが重要となるため，資本主義化への過程が阻害されていた。したがって，この場合
には，いっそうの資本主義化のためには，一定の改革が必要となっていた。発展途上国では，植
民地体制の崩壊後，多少ともこうした政策をとっている。
　ところで，ラテンアメリカ型の従属資本主義化の道は，外国資本によるいっそうの資本主義的
発展の過程においてつくりだされてきた構造的特徴であって，この特徴は，植民地体制の崩壊の
のちにおいてこそ，いっそう発展していくものと考えられている。すなわち，先進国独占資本の
多国籍化の過程は，第二次大戦後新たな展開を示したわけであるから，ラテンァメリカ的道は，
世界的に拡大していったと考えられるのである。
　そこで次に第3の課題が提起されてくる。多国籍企業の側からの世界経済的条件の拡大と現実
の進出戦略の関係の問題があるように思える。第二次大戦後，多国籍企業の活動の主要舞台は，
ヨーロッパ市場へと拡がった。海外直接投資すなわち，企業活動の多国籍化には，資本主義化し
た社会状況が必要であることが，ヨーロッパにおけるアメリカ多国籍企業の活動によって実証さ
れた。っまり，世界経済におけるいっそうの資本主義化が，その活動には不可欠の条件であった
ということができる。したがって，第2の課題において問題にした従来形成されていた植民地経
済における資本主義化の段階には多国籍企業の進出には不充分な点が多くみられたのであって，
この点がラテンアメリカ型従属経済との相違ということになろう。アジアにおいては，植民地体
制崩壊後にとられた各国の資本主義化促進の諸政策が必要となってくる所以である。そのなかで
土地改革を含む前近代的諸制度の改革及び農村社会への市場原理の導入などが，広汎な労働者階
級を創出し，他方国家資本主義によるインフラストラクチャーの整備は，先進国独占資本の世界
的進出戦略を現実化することとなったのである。
　ここで要約的に示した三つの課題は，各々独立して存在し，提起されてきたものではなく，植
民地体制崩壊後の発展途上諸国経済にとって，各々関連しながら，同時平行的に提起されたので
あって，アジァ経済圏を考察しようとするとき，とくにそこで中心的役割を果すことになるであ
ろう，ところのアジアNICsについてみていこうとすれば，これら三つの視点から分析する必要
があるように思う。
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（4）
　1970年代に入って，世界経済は様々な危機を経験することとなった。ドル危機の深化はついに
IMF体制の崩壊へとすすみ，石油危機は，エネルギー危機へと発展して，発展途上国の開発を
より困難なものにした。そして，金融危機が証券市場における株価の一時的ではあったが暴落を
ひきおこして，その危機のもつ根深さを示したのであり，世界経済のもつ不安定さはいっそう増
幅されこそすれ，克服への兆候はどこにもみいだせないのが実状であろう。
　こうした不安定さ，不均衝，停滞と低成長といった状況が世界経済の特微として認識されてい
るなかで，高度成長と繁栄といった状況をえがきだして，多くの人々の注目をあつめているのが，
アジア地域経済，なかでもアジアNICsと呼ぽれている国々の経済発展過程の状況である。表1
をみると，1980年代には世界的に実質GNP成長率は5％以下となっている。世界経済の拡大・
発展が先進国経済によってリードされているという見方が一般的で，各年度のサミットの宣言は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表1　世界の指標
国・地　域
????????
ド　　イ　　ツ
西ドイツ
東ドイツ
ソ　　　連
東　　　　欧
（除く東独）
中　　　　国
ア　セ　ア　ン
（除くシンガ
ポール）
アジア　NIEs
西南アジア
中　南　米
ア　フ　リ　カ
名目GNP
億ドル／
　　1988年
48，737
28，704
47，766
（13，555）
12，082
　1，473
25，353
（21，935）
　4，174
3，765
2，057
3，783
3，394
7，786
3，682
?????? ?ー?? ???
12．41
6．13
8．27
（7．46）
　7．41
　7．88
12。82
（14．83）
15．33
　　　21．49
　韓　15．　30
　台　13．・88
謬事2a65
14．66
23．84
18．09
貿易依存度
輸入額／GN
P％　1988年
9．4
6．5
22．0
（除く域内8．7）
（20．・8）
20．7
21．1
　4．2
（4．9）
20．3
14．7
28．6
55．3
9．5
11．9
28．0
実質GNP
成長率，％
0－88年平均
2．9
4．2
2．2
（2．0）
2．0
1．8
1．9
1．4
9．4
5．0
4
ロ
8
????
（2000年）
実質GNP88年価格，
億ドル
68，700
47，000
62，000
（17，100）
15，300
　1，800
31，800
（27，500）
　4，900
11，100
3，700
10，000
6，500
9，400
6，700
人
万　人
1988年
口
24，630
12，260
32，480
（7，800）
6，130
1，670
28p670
11，970
108，840
30，620
　7，080
108，000
41，360
＝　65，890
65歳以上の
人口比率
％，1990年
12．6
11．7
14．3
（14．・9）
15．4
13．1
　9．6
　　11．3
（東独含む）
　　5．8
　　3．8
5．3
4．1
4．7
3，0
（出所等）
名目GNP：海外調査課編「海外経済データ」，東独及びソ連の（）内の数値はミリタリーバランスの中間値を用いた。
　　　　　東欧も世銀ATLAS及びミリタリーバランスの中間値を用いた。
石油依存度：BP統計（1990）
貿易依存度：IMF，　IFS，　UNCTAD　Handbook　of　lnternational　Trade　and　I）evelopment　Statistics
平均成長率：CIA，世銀，　ADB，　UNCTAD
人　　　口：世銀，コメコン統計，EC　Eurostatistics
65歳以上の人口比率：UN　World　l）oPulation　ProsPects（1988）の推計
（引用）平田喜彦編『世界経済の成長センター』9ページ。
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つねにこうした世界経済認識すなわち先進国経済中心主義によってつらぬかれていた。しかし，「
1980年代の先進国経済の成長率は，日本をも含めて5％以下にとどまっていた。ところが，日本
を除くアジア諸国は5％以上の成長率を実現したのである。表1にみるように，中国9．4％，ア
セァン5．0％，アジアNIEs　8．4％，であった。こうして南西アジア（5．5A°）まで含めて，アジ
ァは，世界経済の成長センターとして，重要な役割を果すべく登場したのであった。このような
事実は世界経済認識における先進国中心主義をうち破るものであった。
　アジアNIEs諸国の高い成長率は，（中国の場合は，改革開放にあらわされている体制改革問題の反
　　　　　　　　　　（13）映で，ここではとりあげない）先進諸国が低い成長率にとどまり，各種の困難に直面していること
ときわめて対照的で，注目すべき事実であるということができる。これら諸国が，OECDによっ
て新工業化諸国（NICs）と呼ぽれたのは，1979年であったから，一定の工業化を実現し，その工
業を動力として80年代に高い成長率を実現したのだと思われる。したがって，このNIEsの成果
は，他の発展途上国にさきがけて，工業化に成功しえたことと，80年代世界経済が低成長下にあ
るときに，工業化の成果を生かして，その工業をさらに急速に発展させえたことの二つの局面か
らなりたっているということができる。
　ところで，1970年代末に同じくNICsの定義づけをうけた中南米諸国の経済は，表1にみられ
るように低成長をつづけ，その債務累積の重圧に苦しみ，結局，1980年代は「失われた10年」と
　　　　　　　　　　　　（14）呼ぼれるような状態であった。このように同じように新しく工業化されつつある諸国のなかでも
なぜ低成長と高度成長というきわめて対照的な局面を1980年代につくりだすことになっていたの
か。一般には，開発の成功例不成功例としてとりあげられ，前者の開発政策，すなわち，成功し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）た政策として輸出指向工業化政策が指摘されている。たしかに重要な要因として指摘しなけれぽ
ならない点ではあるが，各国の開発戦略は，様々な要因によって規定されているのであって，輸
入代替工業化は否定されるべきで，輸出指向工業化政策こそが正しいものとして認識されるべき
だというわけにはいかないように思われる。
　表2は，アジアNICsのGDP成長率と輸出成長率をまとめたものである。1960年代から80年
表2　アジアNICSの国内総生産（実質）と輸出の成長率 （％年率）
香　　　　港
シンガポール
韓　　　　国
台　　　　湾
1960　～　1970年
GD・隔　出
10．1
9．2
9．5
9．6
14．5
38．6
3．3
18。1
1970～　1980年
GD・陣出
9．8
9．3
8．2
9．7
22．4
37．2
28，2
14．1
1980～　1990年
GD・陣　出
????? 12．3
11．6
7．3
12．1
（出所）G．Tan，“The　Ne　tvly　Indus〃ializing　Ceuntries　of／Asia”1992，　PP．16，28・
03　拙稿「中国経済の諸課題1～3」（『明大商学論叢』第72，73，74巻各，1号，3号，2号1990～1992年
　参照。
㊥　World　Bank；Worldヱ）evelopment　Report，1990．
⑮　平田喜彦編『世界経済の成長センター一アジア太平洋地域一』1993年，参照。
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代まで一貫してつねに輸出成長率がGDP成長率を上まわっているのは，香港，シンガポール，
台湾であって，韓国は異なった経過をたどっている。香港，シンガポールは元来，仲継貿易港（シ
ンガポールは一応都市国家となっているが，香港はイギリス領で国民経済とみるには問題がある）である
から，貿易の拡大によってGDPを拡大しているのは当然で，他の二国とは異なった考察を必要
としている。そこで，台湾と韓国の相違をみる必要があろう。台湾は，1965年にすでに高雄に輸
出加工区を開設して，輸出指向工業化政策が実行されていたのであるが，外資による輸出増だけ
ではなく，台湾の産業の発展が，60年代にはすでに輸出競争力をもつまでに発展していたという
　　　　　　　　　　　　　　　　（16）側面も見落してはならないように思5．。韓国では，あきらかにまだ，工業化が国内市場中心の改
革による初期の発展段階にあったということができよう。韓国の70年代は驚異的な輸出の伸びが，
国民経済の飛躍的な拡大・発展をつくりだしている。
　台湾，韓国は70年代末にラテン・アメリカNICsとともにNICsとして認識されるまでに経済
的発展をとげたわけであるが，この二国はどのような内容のNICsであったのか改めて明確にし
ておく必要がある。とくに60年代以降の急速な開発過程を歩みえた（表2参照）のは，資本主i義
的生産関係の確立があったからであろう。すなわち，日本軍国主i義の敗北・崩壊は，これら二国
にとっての本源的蓄積を実現する物質的基礎の獲得となったのである。日本はその植民地時代に
台湾・朝鮮人民から土地と資産を収奪し，さらにその土地及び資本によって両国人民を搾取して
きたが，その支配の崩壊の後に成立した両国の権力によって接収・解放されることになった。こ
うした役割からも，その権力は民族主義的性格の強いものであった。
　日本の植民地政策は他の帝国主義国に比べてより破壊的，より収奪の激しいものであったから，
前近代的所有関係の崩壊は急激にすすんだ。したがって，韓国の場合も，台湾の場合も資本の本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）源的蓄積過程は日本の植民地のもとで進行したと考えられている。しかしながら，新しい生産関
係としての資本主義的関係，すなわち，資本による労働支配の関係はつくりだされず，日本軍国
主義の崩壊後まで，ひきのぼされていたといえるのではないだろうか。
　韓国，台湾ともに改めて土地改革が独立後とりあげられたが，ともに地主のブルジョア化を主
軸とし，農民を土地から排除するという性格をもった土地改革であった。この土地所有の証券化
は，市場を通じて商業資本家の一部の手にわたり，他方での日本人の所有下にあった資産，企業
の払い下げと結びついて独占的な資本の形成へと導くことになった。本源的資本蓄積の過程は，
さらに農業からの収奪によってまかなわれたのであって，台湾では，土地税，食糧の強制買上げ，
米肥バーター制などによって制度的に農業において生産された価値が国家によって吸いあげられ，
産業投資へと活用された。韓国でも同様にして，土地収得税などの加算で地主制下の小作料に匹
敵する額が国家によって吸いあげられていた。このようにして国家による積極的な産業資本育成
政策がとられ，資本主義的関係の実現が1950年代後半にはおこっていたのである。
aq劉進慶「東アジア新興工業国としての台湾経済」（奥村茂次編『アジア新工業化の展望』1987年）参
　照。
㊥　劉進慶，前掲論文。谷浦孝雄編『台湾の工業化，国際加工基地の形成』1988年。鄭章淵。文京株著
　r現代韓国の視点』1990年等参照。
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　しかしながら，現代的産業として発展していくためには先進国の援助なしには不可能であって，
両国の本源的蓄積過程は，日・米からの援助によって完成されたと考えられるのである。1950年
代に21億ドルという援助が韓国に与えられ，援助物資の加工業と肥料，セメントといった基礎的
産業部門の基礎がつくられていった。また台湾に対しても冷戦体制下の前線として年間1億ドル
の援助が投入されていった・このような資本主義的産業の基盤づくりがすすみ，台湾での消費財
の輸入比率は減少し・52年の20％から59年には7％に低下して工業化の成果があらわれていた。
韓国の場合には，6・年代に入。て麟資本の成長が本格化したようで霧。
　アジァNICsの国家資本主義は，シンガポールを含めて，本源的蓄積の過程を促進して産業資
本の育成を果すことによって自前の資本主義の確立を実現しえたと一応の評価ができるように思
う。ここに国家権力の機能として民族主義的役割を果したということができるのではあるが，当
初から民族主義的性格のものであったのではなくて，韓国の場合にあらわれているように，例え
ぽ，1960年の学生運動を発端とする民衆の運動によって民族主義的な性格の権力に変化したとい
えるように思う。また台湾においては，中華人民共和国との対抗関係上，反共的民族主義の性格
を外的要因からもたざるをえなかったともいうことができる。しかし，このような民族主義を強
化していく諸要因が強く作用していたとはいえ，他方では，急速な経済成長は，日・米の援助に
よって実現したのであるから，対外依存の関係もまた強化されていたのであって，1960年代にお
いては，やはり従属的経済発展の特徴をもっていたのである（表3参照）。
　表3にもあらわれているように，70年代になると，国内総生産に対する貯蓄率が，台湾，韓国
各々　31．4％，22．0％と60年代にくらべてきわめて高い比率を示し，投資のための主要な源泉とな
り，台湾においては過剰化がすでに現象している。しかも，80年代に入ると，韓国においても資
本の過剰化がみられるようになり，このアジアNICs（シンガポール，香港を含めて）における資本
過剰，（このことは，当然のことながら，外資導入を否定するものではな’く，いっそうの外資導入のための
要因となっているのだが）の形成は，アジア経済全体の資本主義的発展を加速化させるものとして
80年代以降の発展過程を改めて規定する重要な要因となったということができる。この点にっい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3　貯蓄と投資　　　　　　　　　　（対GDP％）
香　　　　港
シンガポール
韓　　　　国
台　　　　湾
1950－1960年
GNI　　　GDS
9．1
11．4
11．4
18．1
　9．2
－0．8
　3．2
10．7
1960－1970年
GNIl・D・
20．6
23．4
23．2
21．4
????
1970－1980年
GNIlGD・
26．1
40．3
29．6
29．9
29．2
28．6
22．0
31．4
1989年
GDIIGD・
27．0
35．0
35．0
28．6
35．0
43．0
37．0
31．9
　（注）　GNIはGross　National　Investment
　　　GDIはGross　Domestic　Investment
　　　GDSはGross　Domestic　Saving
（出所）G．Tan，　op．　cit．，　p．17．
⑱　劉進慶，前掲論文及び谷浦孝雄t一前掲書及び中川信義「韓国における国家資本主義的発展の構造」
　（尾崎彦朔編『第三世界と国家資本主義』1980年）などを参照。
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ては後にさらにくわしくみていきたい。
　ところで，韓国の輸出商品構成を韓国経済企画院の発表による農・水・鉱。工産物別にみると，
工産物の比率は，1962年の27％から74年には90％に達し，以降この比率を前後して推移している。
すなわち，工業製品の輸出が70年代には90％ということで，工業品輸出国となっていたというこ
とヵ・ぜ碧．従来から鞭は糊llの産物や資源があるわけではないの一（i・，輸出の増加は，加工貿
易によるしかないわけで，60年代後半からその成果があらわれてきたということができる。しか
し，表2で示されているように，輸出量の急速な増加は，70年代に実現したわけで，輸出工業製
品の高度化によって輸出商品構成をいっそう多様化し，その拡大を実現したのである。
　「石油危機直後の1975年になると，韓国における外資導入や技術導入，とりわけ日・米多国籍
企業や日本中小企業の対韓進出，「国際下請生産」の展開などの結果，電子。通信機器，精密機
器，光学器具などの機械部門の輸出が増加する反面，製材・合板，雑貨類などの輸出比率が低下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）するなど市場構成のうえでやや異なった様子を示すに至る。」
　換言すれぽ，外資導入によって，先進国の技術を必要とする商品を主要輸出商品に仕上げてい
くことによって，国際競争力を充分に備えた商品の輸出が韓国の輸出を拡大していくこととなっ
た。この政策の実現によって飛躍的な韓国の輸出拡大をもたらしたのではあるが，このような生
産部門は，主として外国資本の導入によって短期間に実現したのであって，韓国経済の海外依存
をより強化することになった。したがって，韓国の資本主義の急速な工業化が，いっそう従属性
を強めることとなり，従属の深化と工業化がメタルの表裏の関係で展開することとなった。
　これを対外貿易との関係でとらえていくと，韓国の貿易を三つの環節からなるものとしてとら
えることができる。
　「第1環節は日・韓貿易で，魚介類・電子製品・繊維・雑貨類を輸出し輸出国順位第2位に立
ち，金属加工・工作機械・原動機などの資本財，合成繊維・織物・鉄鋼コイル・化学工業製品な
どの原資材を輸入し輸入国順位第1位に位置する’。1965年の日韓条約締結以降一貫して大幅入超
の片貿易的性格が強く，65年以降78年までの14年間の韓国の貿易赤字総額127億ドルの76％が対
日入超分である。これをさらに筆者（中川氏一引用者）は，対日貿易不均衡問題の基礎に，日本
側の対韓輸入規制問題のほかに，素材転換を通しての国際価値移転あるいは国際搾取，さらに国
際不等価交換の問題があるとした。韓国の再生産過程はこの起点としての対日消費財輸出＝生産
財輸入という素材転換によって決定的に媒介されているのである。
　第2環節は米・韓貿易で，繊維。電子製品。合板・鉄鋼・雑貨類などを輸出し輸出国順位第1
位を占め，原棉・古鉄・原皮などの原資材，原動機・建設鉱山機械などの資本財を輸入し，輸入
国順位第2位に立っ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中　略）
㈲　中川信義，同論文，同書153ページ。
鋤　中川信義「東アジア新興工業国としての韓国経済」（奥村茂次編『アジア新工業化の展望』1987年，
　69ページ）。
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　第3環節は，中東・韓貿易で，建設輸出＝原油輸入である。しかし，この環節を通じる中東と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）の相互依存関係は，1979年に始まる第2次石油危機以降激しく動揺するに至る。」
　このように韓国の貿易の構成を性格の異なる相手国の国民経済ごとに環節としてとらえ，いく
つかの環節からなりたっているものとして把握してみると，その国の再生産構造や価値関係の関
連で，各環節がどのような役割をもっているのか理解することができる。韓国は，対米貿易によ
って貿易収支上の剰余をつくりだしてはいるが，この貿易も対先進国貿易として再生産構造上は
位置づけられるわけで，韓国資本主義の発展段階からみて，その黒字構造は定着したものとはい
いがたい。したがって，第3環節がASEAN諸国をも含めるものとして，今後注目されなけれ
ぽならなくなるであろう。こうした関係は，次節で改めてとりあげよう。
　さて，このような特微点は，台湾の場合にも明確に認識できるわけで，「第1は日本からの部
品，中間財を輸入し，製品にしてアメリカ市場に輸出するという循環，つまり日本の輸出加工業
の外業部として位置づけられる側面である。第2は，アメリカから部品，中間財を輸入して製品
に加工し，ふたたびアメリカ本国に輸出するという循環，つまりアメリカ多国籍企業の海外加工
基地として位置づけられる側面である。これらの製品は主として電器・電子，化学，機械部門に
集中している。第3は台湾が原燃料を輸入して加工し，製品にして対米輸出をする循環，つまり
醗的輸出加工の側面であり，繍・衣料，その櫟貨の輸出加エカ・これで鍔．」
　ここでとりあげられている循環は，先の韓国の貿易環節とは視点は異なっていて，台湾の輸出
拡大の主要な力となった対米加工輸出貿易拡大をささえている構造を解明するための貿易循環を
示したもので，「ここに台湾工業化＝資本主義化の対日・米従属的発展に特徴づけられた周辺的
　　　　　　（23）構造が検出される」としているのである。このような貿易循環をとりだす方法は，植民地的飛び
地経済的性格としての輸出指向工業化過程をとらえることには役立つのであるが，国民経済の再
生産構造との関連という側面の認識が軽視されがちである。
　しかし，いずれにしても，両者ともに注目される点は，外資導入と多国籍企業の誘致及び自国
企業との合弁や技術提携等といった先進国資本主義のもつ国際競争力を利用して，自国経済の発
展を実現しようとする外向経済発展戦略は，一定の成果をあげ，成功したかのようにみえている
が，この形態の資本主義の発展過程における特徴として先にも指摘したが，すでに自国資本の過
剰化現象がおこっているということである。つまり，外資導入と輸出指向を結びつけた外向経済
発展戦略は，自国資本に対しては，益々投資市場をせぽめ，自国資本のもつ技術水準や開発能力，
競争力によっては有利な投資分野はなくなり，いっきょに過剰資本の出現という状態をひきおこ
したのである。こうして台湾，韓国の資本は，より有利な投資分野をもとめて海外市場，すなわ
ち，具体的には，ASEAN市場へと進出することとなった。表4はそのことを示している。1980
年代後半に入ってのタイ，インドネシアへのアジアNIEs資本がめざましく展開されている。ア
⑳　同論文，同書71～72ページ。
㈱劉進慶，前掲論文，前掲書，125ページ。
⑳　同書，125ページ。
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表4　ASEAN諸国の投資承認額（1988年）
121
投資国
投資先 ? イ（1）
…万・ル1変化％
フィリピン（2）
…那ル1変化％
? 本1…631・・71 59 229
マレーシア（3）
…万・ル1変化％
インドネシア（4）
…万・ル1変化％
・・4i …　1 …　1－56
香 職ノ46 2661 72 一・1 05 35・1 2321 90
韓
? ・・61 …　1 2 …i ・1…，・　1・ ・・gl…49
・・ガポール1 …　1 33・1 2 …　1 66 22 255　1・，・76
?
湾 85・1 …　1 ・・gl　・…gl ・471 …1 …　1・・，584
・ジ・i
計 …，・　1 22・1 2531 …　1 ・・81 ・34巨・8441175
世 界1・…S　1 22・1 …　1 ・7・1 …　1 ・581・・426　1257
（資料）Government　of　Malaysia，　Malaysian　Industrial　Development　Authority（1989），　Statistics　of
　　the　Manufacturing　Seetor，　Kuala　Lumpur；Government　of　Indonesia，　Central　Bureau　of　Statistics
　　（1989）；Monthly　Statistical　Bulletin，　Jakarta．
注記　（1）投資局の特権を得ているプロジェクトの全投資額，（2）投資局承認の純投資額，（3）マレーシァ工業開発庁に
　　よって承認された製造業プロジェクトの純海外投資，（4）BKPMによって承認された総投資額（石油，金融部門を
　のぞく）。
（引用）　C．Dixon＆D．　Drakakis－Smith，　ed．，　Economic　and　Social　DeveloPment　in　Pacific　Asia，1993，
　　p．118．
ジアにおける資本主義発展の波はASEAN諸国へと移っていったのであろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　前節では，アジアNIEs諸国の資本主義的発展の特微を対外経済関係を中心に概観し）．その急
速な発展の過程における問題点を指摘してきたが，とくに世界市場との関係での形態に問題点が
多く含まれているように思われる。NIEs諸国はアジア経済発展の拠点として資本蓄積過程の拡
大とともにまたそれとの関係での市場圏の形成に様々な問題を提起することとなってきている。
とくにシンガポールにそれが特微的にあらわれているように思われる。
　前節ではシンガポールをとりあげなかったのは，その国民経済の形態がきわめて特殊的で一般
性に欠けるところがあったからで，韓国や台湾とは異なった地位にあると考えるべきように思わ
れる。従来シンガポールは，仲継貿易港で，国家としての基盤に欠けるように思われるが，民族
的要因も加わってマレーシアから分離独立するに至った。すなわち，東南アジア地域におけるシ
ンガポールの自立性は，独自の国家を樹立する以外に道がなかったという選択肢のなかでの国家
的独立であったと思われる。したがってシンガポールにおける自立性は何かという場合，そこに
は他の支配からの分離という視点が非常に強いのであるが，国民経済的基盤の脆弱性は否めない
のである。しかしまた視点をかえると，ASEANを構成する国であって，すでにNIEsの一国と
なるまでに経済発展をとげているという意味では，東南アジアにしめるシンガポールの地位は非
常に重く，その役割は大きいのであって，この意味からすれぽASEANのなかでの発言権は大
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きいということができる。
　すなわち，ASEANの一国として他のアジアNIEs諸国と異なった重要な役割を果しつつある
シンガポールからまず考察をはじめたいと思う。
　シンガポールは，元来，東南アジアと世界市場を結びつける環となっていたが，（とくにマレー
シアとインドネシアは，シンガポールを仲継港として，世界市場に結びついていた）東南アジア諸国の独
立とともに各国は，それぞれ独自に世界市場と関係をもつようになってきた。したがってシンガ
ポールが世界市場での独立国としての地位を確立していく道は，加工貿易港として発展していく
ことであった。こうした視点から，シンガポールの工業化はまず商業資本の産業資本化からはじ
まった。
　シンガポール政府は，産業への設備投資及び製造品の輸出奨励のための各種優遇処置をとるな
ど，また資本家の側でも産業資本家への転身による規模拡大や海外進出を目論むなど工業化への
積極的な展開がみられるようになった。しかし，工業品輸出の急速な拡大はやはり，外資の進出
と歩調をあわせて進行したということができる。こうして，「1960年代末におけるシンガポール
の工業生産の拡大は，外国の直接投資の大々的な流入と一致して部り，ほぼ全面的にそれによっ
て，説明することができる。1961－67年の期間の年率8パーセントのGDP成長率と比べると，
GDP（時価での）は，1966年から72年までの年平均13．9パーセントも成長し，製造業の付加価値
の増加率は，年23．4パーセントという途方もない率になった。これは，そのもっとも増加率が高
　　　　　　　　　　　　　　　　（24）かった時の日本さえも及ぼない率である。」
　このシンガポールの成長過程の特徴は，韓国や，台湾といった他のアジアNIEs諸国と異なっ
ていて，自国資本よりも，むしろ導入した外国資本が主役で工業化がすすんだのである。
　「ナイヤールの数字をくり返せぽ，1970年代はじめ，外国の支配下にある企業は，香港の工業
製品輸出の約10％，台湾では少くとも20％，韓国では少なくとも15％o，シンガポールではほぼ70
　　　　　　（25）％をしめていた。」
　アジアNIEs諸国は，輸出指向工業化政策によって工業化を加速させたのであるが，シンガポ
ールは，とくに先進国企業を誘致することによって資本集約的，技術集約的工業を中心にした輸
出産業の育成に力をそそいだ。シンガポールの場合は，労働集約的産業による輸出拡大政策は，
マレーシア，タイなどからの労働力の流入を招くことになり，民族問題をひきおこすという問題
をもっていて，他の国民経済と異なった都市国家という性格が，高付加価値輸出産業への飛躍を
要求することとなり，外国資本への依存による工業化へと向わざるをえなかった。と同時に，多
国籍企業の側からすれぽ，ASEANの一員で東南アジア市場に参入しやすく，又，工業化のため
の諸条件の整っているシンガポールは，国際生産のための生産拠点としては，きわめて優れた地
域となっているのであるから，多国籍企業による工業発展が実現するのも当然のことということ
＠　クライヴ・ハミルトン「東アジアの四頭の小さな虎」（山崎カヲル編訳『周辺資本主義としてのアジ
　ア』1986年，41ページ）。
㈲　同論文，同書47ページ。
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ができる。とはいっても，この過程は，それほど単純ではなく，先進国に比較して，シソガポール
の賃金はきわめて安価であること，市場の自由化がすすめぽ労働力の流入も避けられないことな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）どによって多国籍企業の側は労働力の安価を求めて生産拠点を移そうとする要因も強力に働いた。
したがって，シンガポールの産業の高付加価値化，産業のリストラクチャリングは困難を伴いな
がら実現していった。
　ところで，このように外国資本への依存度がシンガポールでは他のアジアNIEs諸国にくらべ
て高いのではあるが，ASEAN諸国との経済関係といった基礎の上にその国家的自立性を確保
するよう努力してきたようにみえる。
　しかし，このような特徴をもった国民経済の自立性の基盤は，きわめて脆弱で，世界市場の動
向や，多国籍企業の企業戦略に左右されることになる。次にあげる貿易収支動向がそのことを示
している。第1図にみるように，シンガポールは対米貿易において大幅の黒字を生みだし，外貨
を得ているが，そのほかマレーシアのような資源領有国など，とくに資本財，中間財などで大き
く依存している日本に対しては大幅の赤字を計上している。こうして，1980年代後半には，対米
貿易の黒字幅を大きく拡大したにもかかわらず，貿易収支の赤字額はしだいに大きくなっていっ
たのである。このような経過は，韓国の場合にもみられるのであって，1988年を境に貿易収支は
いっきょに赤字化し，悪化してしまった。韓国の場合はより構造は単純で，為替レートの操作，
等によって対米貿易の黒字の消滅が，貿易収支悪化の主要原因である。
　いずれにしても両国ともその資本主義的発展の脆弱性がここにあらわれているということがで
きる。そして，自国内で発展の道を失った自国資本は，ASEANにその生産拠点をもとめて，
進出することになる。この過程は，個別資本にとっては，解決方法であ・り，また発展の道であっ
　　　　　　　　　　　　第1図　シンガポールの貿易収支（1984－90）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：100万ドル）
　　　　　　　　　6000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e’…e対マレーシア　　　　　　　　　4000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貿易
　　　　　　　　　2000　　　　　　　　　　　　　　　　←＿●総額
　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　－2000
　　　　　　　　－4000
　　　　　　　　－6000
　　　　　　　　－8000
　　　　　　　　・一一10000　　　　　　　　　　　　1　1　　1　　1　　1　　1　　1
　　　　　　　　　　　　9　9　　9　　9　　9　　9　　9
　　　　　　　　　　　　8　8　　8　　8　　8　　8　　9
　　　　　　　　　　　　4　5　　6　　7　　8　　9　　0
　　　　　　　（引用）中川信義「変容する東アジア経済の発展構造と日本」（『経済』1993年
　　　　　　　　　　1月号）。
㈲平川均「アジア新工業化とシンガポール」（奥村茂次編『アジア新工業化の展望』1987年，193～195
　ページ）。
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ても，国民経済にとってはより困難な問題をかかえこむこととなり，外国資本の導入による輸出
拡大を計らねぽならない。略言すれぽ，アジアNIEsの資本主義は，外国資本への従属をいっそ
う深めながら，その資本主義的発展の道をたどることとなっているのである。韓国はしだいにシ
ンガポール的発展へと移行していかざるをえないのではなかろうか。
　アジアNIEs諸国のASEANへの進出は，　ASEANのもつ南南協力的側面を強化していくと
いう側面ももってはいるが，それには，経済成長のみにこだわることを避け，そこでの人口と国
民生活の向上に根ざした地域市場の育成と協力関係を意識的につくりあげていかなけれぽならな
いであろう。
　ところが，世界市場における資本主義の発展は，発展途上諸国経済の商品経済化，市場経済化
において，労働力の商品化を地域社会のすみずみにまでおしすすめ，東アジアから東南アジアへ
の広大な地域の経済は資本主義的経済として同質化され，諸資本の運動は国境を越えて，商品流
通以上に自由化してきている。したがって，ASEANのもつ南南協力的側面よりも企業の多国
籍化という形態での資本の運動の国際化が進展し，各国国民経済の盛衰がその動向に左右される
という状況におかれている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）　例えぽ，タイのエ業化は，NAIC型工業化として論じられたりもしたが資本の運動にまかせて
おくかぎり，そのような特徴を一時みられたとしても，そうした形態が定着することはないであ
ろう。ASEAN諸国の資本主義的発展は，　NIEs諸国以上に従属化の可能性ももっていて，アジ
ア経済圏の今後の形成過程に注目しなけれぽならないであろう。その過程で，日本が依然として
市場開放を拒み，アジア諸国にとっての市場としての役割を担おうとしないかぎり，アジア諸国
と日本の経済的友好関係はつくりだされず，またアジア経済圏の形成も幻に終ってしまうことに
なろう。
鋤　末廣昭「タイ工業化と日米経済」（中川信義編『アジア新工業化と日米経済』1990年，96ページ）。
